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■■ トップニュース □□ 

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

１．【開催案内】日本学術会議主催学術フォーラム「気候変動と社会変化を迎える今，国土の未来をどう考えるか

（豪雨災害からの安全と豊かな暮らしを実現するために）」 

２．【採用情報】任期付職員（国際業務担当）課長補佐級の募集を開始します。 

３．【お知らせ】特設ウェブサイト 日本学術会議の法人化について 

４．【国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）】 

  「STI for SDGs」アワード募集のお知らせ ～研究成果を未来に生かす取り組み募集中！～ 

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

■■-------------------------------------------------------------------- 

１．【開催案内】日本学術会議主催学術フォーラム 

  「気候変動と社会変化を迎える今，国土の未来をどう考えるか 

（豪雨災害からの安全と豊かな暮らしを実現するために）」 

--------------------------------------------------------------------□□ 

・日時：令和８(2026)年５月 29 日（金）13：00 ～ 17:30 

・場所：日本学術会議講堂（ハイブリッド開催） 

・主催：日本学術会議  

・開催趣旨：近年激化の傾向を見せている豪雨水害に対しては、関係者全員で流域のすべての場所で治水を進め

ようという流域治水の考え方が打ち出され、従来のインフラ構造物の有効活用に加えて、自然生態系の機能を活

用するグリーンインフラや、農地の活用、緑地の保全、安全な地域への移転など、土地利用計画と一体となった

方策が模索されている。一方、少子高齢化や情報化に伴う大きな社会変化を迎える今、土地とその上で生活を育

む人からなる国土の未来のあり方と、気候変動への適応とは一体的に議論されるべきである。日本学術会議で

は、気候変動と大規模風水害への適応策についての提言・見解を発信してきた。そこで浮き彫りにされた課題の

解決と社会実装に向けて、第一歩、第二歩を踏み出すための展開について、学と行政、市民に向けた発信を行

う。 

・次第：https://krs.bz/scj/c?c=521&m=64083&v=864cc34b 

・参加費：無料 要・事前申し込み：以下の URLからお申し込みください。 

https://krs.bz/scj/c?c=522&m=64083&v=b3a17518 

・問い合わせ先：日本学術会議事務局企画課学術フォーラム担当 電話：03-3403-6295 

■-------------------------------------------------------------------- 

２．【採用情報】任期付職員（国際業務担当）課長補佐級の募集を開始します。 

--------------------------------------------------------------------■ 

 日本学術会議事務局では、国際会議又は国際交流事業の運営等の実務経験を有し、かつ語学力に優れた方を募

集いたします。 

１ 採用予定官職：内閣府事務官（日本学術会議事務局参事官（国際業務担当）付参事官補佐（国際第二担当））

（課長補佐級）※予定  

２ 募集人員： １名 

３ 募集対象：以下の全ての条件に該当する者 



（１）大学卒業程度の学歴又はこれと同等程度以上の学力を有すると認められる者 

（２）自然科学、人文・社会科学の特定分野における専門的知識を有する者 

（３）十分な英語力を有する者（目安として TOEIC L&Rスコア 785 点以上若しくは英語検定準１級以上を有す 

る者又はそれと同等の英語力を有する者） 

（４）企業、非営利機関等において 20 年程度以上実務に従事し、国際会議、国際交流事業の運営等国際関係業務

の経験と実績を有する者 

（５）任期の始期から終期（令和８年５月中旬以降（時期については応相談）から令和８年９月 30日まで 

（予定））にわたり、継続して勤務が可能な者 

  ※閣府日本学術会議事務局は、令和８年 10 月１日より特殊法人日本学術会議となります。勤務成績が良好な

場合、令和８年 10 月１日以降も法人職員（任期付職員）として、引き続き採用されることもあります。 

４ 雇用期間：令和８年５月中旬以降（時期については応相談）から令和８年９月 30日まで（予定） 

      （職務の状況によっては任期更新の場合あり。） 

  ※内閣府日本学術会議事務局は、令和８年 10月１日より特殊法人日本学術会議となります。勤務実績が良好

な場合、令和８年 10月１日以降も法人職員（任期付職員）として、引き続き採用されることもあります。 

５ 採用形態：常勤の国家公務員として採用 

６ 応募書類提出締切：令和８年５月 21日（木）（必着） 

詳細はこちらを確認ください → https://krs.bz/scj/c?c=523&m=64083&v=162ae516 

 

■■-------------------------------------------------------------------- 

３．【お知らせ】特設ウェブサイト 日本学術会議の法人化について 

--------------------------------------------------------------------□□ 

 令和７年６月 11 日に日本学術会議法が成立し、日本学術会議は、令和８年 10 月１日に法人へ移行することと

なりました。こちらのページでは、法人化の準備状況等を掲載しております。 

https://krs.bz/scj/c?c=524&m=64083&v=d87a19be 

■■-------------------------------------------------------------------- 

４．【国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）】 

  「STI for SDGs」アワード募集のお知らせ ～研究成果を未来に生かす取り組み募集中！～ 

--------------------------------------------------------------------□□ 

JST 社会技術研究開発センターでは、科学技術・イノベーションを用いて社会課題を解決する取り組みを対象と

した 「STI for SDGs」アワードの 2026 年度の募集を行っています。 

このアワードでは、活用している技術の種類やレベルは問わず、独自性や展開性に優れた取り組みを表彰し、そ

れらの推進と他での活用を進めることで SDGs達成への貢献を目指しています。創設以来 50 件の取り組みを表彰

してまいりましたが、受賞者の皆さまからは「問い合わせや講演依頼が増えた」、「周囲からの活動への信頼が高

まった」、「新しい連携先が得られた」などのお声もいただいています。 

2030 年に向けた折り返し時期を過ぎた現在でも、SDGs の進捗は芳しいものではなく、解決すべき社会課題は多

数存在します。その解決のための原動力として、科学技術には大きな期待が寄せられています。 

皆様の研究成果を活用した取り組みを、ぜひ当アワードにご応募ください。企業や市民の方など、多様な方々と

連携した活動も歓迎します。幅広い分野からの、多数のご応募をお待ちしています。  

 

＜「STI for SDGs」アワード 公募詳細について＞ 

●公募締切：2026 年６月１日（月）正午 

●公募詳細：https://krs.bz/scj/c?c=525&m=64083&v=7df189b0 

  ※これまでの受賞取り組み内容も、こちらでご覧いただけます。 



●後援：文部科学省 

＜本件の問い合わせ先＞ 国立研究開発法人科学技術振興機構（JST） 

            社会技術研究開発センター（RISTEX） 

  「STI for SDGs」アワード事務局 E-mail： sdgs-award@ jst.go.jp 

 

*********************************************************************** 

 日本学術会議 YouTubeチャンネル  https://krs.bz/scj/c?c=526&m=64083&v=481c3fe3 

 日本学術会議公式Ｘ  https://krs.bz/scj/c?c=527&m=64083&v=ed97afed 

======================================================================= 

 日本学術会議ニュース・メールの転載は自由ですので、関係団体の学術誌等への転載や関係団体の構成員への

転送等をしていただき、より多くの方にお読みいただけるようにお取り計らいください。 

 過去のニュース・メールは、日本学術会議ウェブサイトに掲載しております。 

https://krs.bz/scj/c?c=528&m=64083&v=0fccc0f2 

【本メールに関する問い合わせ】 

 本メールは、配信専用のアドレスで配信されており返信できません。本メールに関する問い合わせは、下記の

URLに連絡先の記載がありますので、そちらからお願いいたします。 

======================================================================= 

 発行：日本学術会議事務局 https://krs.bz/scj/c?c=529&m=64083&v=aa4750fc 

     〒106-8555 東京都港区六本木 7-22-34 


